
１．問題意識と目的

　ここ数年、文部科学省の大学教育改革の一環としてアク
ティブラーニング、PBL型授業といった新しい教育方法が
提唱されるようになった。その結果、多くの大学の現場に
そうした教育方法を取り入れる動きが広がりつつある。
　2000年に開学した静岡文化芸術大学（以下、本学）は、
大学の教育目標の１つとして「実務型人材の育成」を掲げ、
当初から上のような実践的な教育に取り組んできた。
　本稿では、本学が開学以来、どのような形で実践的教育
に取り組んできたのか、それが現時点においてどのように
なされているのかを述べ、今後どのように展開すべきかに
ついていくつかの提案をする。
　本稿の目的を整理すると以下のようになる。
１�）PBL型授業としての「企画立案総合演習」の教育成
果と問題点を明らかにする。
２�）後継科目として位置づけられた「実践演習」科目群の
教育成果と問題点を明らかにする。　
３�）以上を踏まえて、「実践演習」科目群をはじめとする
実践的教育の今後の改善について提案を行う。
　本論に入る前に、まず関連する基本的な用語・概念を整
理しておきたい。
１）初年次教育、導入教育
　高等学校から大学への円滑な移行を図り、大学での学問
的・社会的な諸条件を成功させるべく、主として大学新入
生を対象に作られた総合的教育プログラム。一方、「導入
教育」は本来専門教育への導入を目的とするものであるが、
本学ではほとんど同義に用いられてきた（1）。

２）キャリア教育
　1人1人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤とな
る能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す
教育。特定の活動や指導方法に限定されるものではなく、
様々な教育活動を通して実践される（2）。
３）アクティブラーニング
　教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修
者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総
称。発見学習、問題解決学習、体験学習、調査学習等が含
まれるが、教室内でのグループディスカッション、ディ
ベート、グループワーク等も有効なアクティブラーニング
の方法である（3）。
４）PBL、プロジェクト学習
　PBLとは、Problem Based LearningもしくはProject 
Based Learningを略したもので、それぞれ「問題解決型
学習」、「プロジェクト学習」と訳されることが多い。前者
は「実世界で直面する問題やシナリオの解決を通して、知
識の習得、問題解決のための能力や態度等を身に着ける学
習」と定義される。一方、後者は「実世界に関する解決す
べき問題や仮説をプロジェクトとして解決・検証していく
学習」とされる。両者には具体的なプロセスにおいて多少
異なるところもあるが、アクティブラーニングの方法とし
て共通点が多い（4）。
５）サービスラーニング
　教育活動の一環として、一定の期間、地域のニーズ等を
踏まえた社会奉仕活動などを行うことによって、それまで
知識として学んできたことを実際の体験に活かし、また実
際のサービス体験から自分の学問的取り組みや進路につい
て新たな視野を得る教育プログラムを言う（5）。

　静岡文化芸術大学は「実務型人材の育成」を基本理念とし、実践的教育に力を入れてきた。本稿では2000年の開学時の設置科目「企画
立案総合演習」と2015年に導入された「実践演習」を事例に取り上げ、その教育効果と問題点を考察する。前者はPBL型授業であり、こ
れを全学の必修科目として実施したのは当時の大学としては先駆的であった。地域の課題に対する学生の意識啓発、ディスカッションやグ
ループワークによる授業の活性化などの成果を上げた反面、運営面ではいくつかの課題もあった。2015年に開講した「実践演習」のうち
「地域連携演習」はサービスラーニング型授業であり、学生はより直接的に地域に関わる活動を体験する。一方、「企画立案演習」は企画
の手法や技術を学ぶPBL型授業で、2つを併せて履修することで大きな教育効果が得られると期待された。しかし、実際には両方を履修す
る学生は多くて全体の3分の1程度にとどまっており、より適切な履修指導が望まれる。
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　次に、上のような教育によって学生に身に着けさせよう
とする能力についても、用語を整理しておく。
１）学士力
　2008年に中央教育審議会（以下、中教審）が定義した
学士号取得者が最低限身に着けておくべき能力。次の4つ
から構成される。１．知識・理解（文化，社会，自然等）、
２．汎用的技能（コミュニケーションスキル、数量的スキ
ル、問題解決能力等）、３．態度・志向性（自己管理力、
チームワーク、倫理観、社会的責任等）、４．総合的な学
習経験と創造的思考力（6）。
２）社会人基礎力
　2006年に経済産業省が提唱した、職場や地域社会で多
様な人々と一緒に仕事をしてゆくために必要な基礎的能力。
3つの力と12の要素から構成される。前に踏み出す力（主
体性、働きかけ力、実行力）、考え抜く力（課題発見力、計
画力、創造力）、チームで働く力（発信力、傾聴力、柔軟
性、状況把握力、規律性、ストレスコントロール力）（7）。
３）ジェネリックスキル
　特定の専門分野に関係なく、全ての人に求められる能力
であり、コミュニケーションスキルや論理的思考力といっ
た「汎用的な技能」の他、チームワークやリーダシップ、
倫理観などを含む「態度・志向性」、「統合的な学修経験と
想像的思考力」などが含まれる（8）。
　これらは、微妙に異なりながら、従来大学で身に着ける
べきとされていた知識や技術にとどまらず、社会で仕事を
し、生活をしてゆくために必要な能力を含めている点で共
通する。
　次に、これらの教育方法や大学で身に着けさせるべき能
力に関わる文部科学省等の主要な政策を時系列で整理して
おく。
-�1999年、中教審の答申において、「キャリア教育」とい
う文言が公式文書に初めて登場（9）。
-�2004年、「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究
協力者会議」が報告書を提出（10）。
-�2006年、文部科学省の事業「現代教育ニーズ取組支援
プログラム」（現代GP）に新たなテーマとして「実践的
総合キャリア教育の推進」が取り入れられる（11）。
-同年、経済産業省が「社会人基礎力」を提唱（12）。
-�2008年、中教審答申「学士課程教育の構築に向けて」に
おいて、「学士力」の内容を明確化。「汎用的技能」として
ジェネリックスキルが盛り込まれる（13）。
-�2011年、大学設置基準改正において、キャリア教育の
体制を整えることが義務付けられる（14）。
-�2012年、文部科学省「大学改革実行ブラン」において、
求められる人材として「生涯学び続け、主体的に考え、行
動できる人材」が挙げられる（15）。
-�同年、中教審答申「新たな未来を築くための大学教育の質
的転換～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大
学へ～」において、アクティブラーニングを提唱（16）。
-�2013年、文部科学省「地（知）の拠点整備事業（COC）」
が開始（17）。
-�2015年、「実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関
の制度化に関する有識者会議」が審議のまとめ「実践的
な職業教育を行う新たな高等教育機関の在り方について」
を提出（18）。

-�同年、教育再生実行会議が第7次提言「これからの時代に
求められる資質・能力と、それを培う教育、教師の在り方
について」を提出（19）。
-�2017年、新学習指導要領に「主体的・対話的で深い学
び」としてアクティブラーニングの視点が盛り込まれる
（20）。
-�2018年、中教審答申「2040年に向けた高等教育のグ
ランドデザイン」において、学修者本位の教育への転換
を提唱（21）。
　以上を踏まえて、次節では本学における実践的教育の事
例として開学当初から全学共通必修科目として設置されて
いた「企画立案総合演習」を取り上げる。

２．開学時の設置科目「企画立案総合演習」

2-1．授業の位置づけと目的
　「実務型人材の育成」を基本理念の１つとして掲げる本
学において、実践的な学びは開学当初から重視されていた。
中でも重要な役割を果たしたのが、3年次前期に置かれた
「企画立案総合演習」であった。（ただし、2004年度の
カリキュラム改定で2年次後期に移動、2009年度のカリ
キュラム改定で再び3年次前期に復帰）。これは1年次の「文
化芸術総合演習」とともに導入教育の科目として設置され、
全学共通の必修科目であった。「文化芸術総合演習」は大学
生としての導入教育として、一方「企画立案総合演習」は
社会人としての導入教育と位置づけられていた。ともに、
当該年次の全学生を名簿順に18のクラスに分け、各クラ
スとも文化政策・デザイン両学部全学科の学生から構成さ
れた。1クラス20名弱の少人数教育である。学部・学科の
垣根を取り払ったクラス編成という点、また1年前期の「文
化芸術総合演習」の学生が3年前期に再び同じクラスで「企
画立案総合演習」の授業を受けるという点が大きな特徴で
あった。また、「文化芸術総合演習」と同様、2次限連続の
時間割配置で運営された。演習科目2コマ分で、修得単位
数は2単位であった（1）。
　「社会人としての導入教育」という位置づけには、キャリ
ア教育の意味合いが含まれているが、本学においては少な
くとも開学当初はそうした側面はあまり強調されなかった。
これは、大学の完成年度（2003年度）に至るまでは、卒業
を目前に控えた学生がいなかったため、大学運営において
この科目とキャリア教育を結びつけるという意識が薄かっ
たせいかもしれない。あるいは、授業の運営は教務室（当
時）・教務委員会の所掌であり、進路・就職は就職室・就職
委員会（いずれも当時）の所掌事項という体制から、両者
を結び付けて捉えようとする発想が生まれなかったとも推
測される。いずれにしても、キャリア教育という概念が大
学教育の中で定着してゆくのは、2000年以降であり、本
学が開学して「企画立案総合演習」がカリキュラムに組み
込まれた時点では、まだ一般に浸透していなかった。
　「企画立案総合演習」の授業のテーマは、「地域から国、
そして国際社会に関わる総合的な課題の下、より具体的な
テーマについて学生が主体的に企画、立案、提案作成を行
い、そのプロセスを体験的に学習する」となっていた（2）。
　また、授業の目的・方法は、次のように記載されていた。
　「地域の課題」及びそれにとどまらず、「我が国社会全体
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の課題」「人類共通の課題」という総合的な共通テーマの下、
文化政策・デザイン両学部混成の小グループが、主体的に
より具体的なテーマを設定し、企画、立案、提案作成作業
を行い、そのプロセスを体験的に学習する。具体例として
「少子・高齢化の進展とまちづくり」「生涯学習と生きが
い」「人権とユニバ―サルデザイン」などが指針的テーマ
となる（3）。
　このように、基本的には「地域の課題の解決」をテーマ
としながらも、それにとどまらない一般的なテーマの設定
も示唆されていた。なお、開講当初はこの科目のテーマで
ある「地域の課題」について、教員間で様々な議論がなさ
れたことを記憶している。
　また、授業計画は次の通りであった。
　①オリエンテーション、②学外講師による講演（以上は
全クラス合同）、③テーマの検討・設定・組織作りなど、④
調査・分析など、⑤中間報告、フィードバック、修正など、
⑥報告書、モデルなど最終成果物の作成、⑦プレゼンテー
ション、⑦振り返り（4）
　その後、授業計画には15回分を記載することとなり、次
のようになった。
　①オリエンテーション、グループ分け、②グループワー
ク・テーマ選定、③グループワーク・作業計画・作業分担、
④グループワーク・調査と課題の明確化、⑤（同）、⑥グルー
プワーク・目標設定、⑦（同）、⑧中間チェック・クラス内
発表会、⑨グループワーク・対策案、提案内容の効果など
検証、⑩（同）、⑪グループワーク・最終まとめ、⑫（同）、
⑬クラス内発表、⑭全体発表、⑮予備日（5）
　2007年からは、シラバスに「授業の目標（学習目標）」
の項目が加わり、そこに「社会人としての導入教育と位置
づけ、社会人として必要な基礎的な構想作成の能力を養う」
と記されるようになった（6）。これは、キャリア教育との
関連を明確にするための修正だろう。
　シラバス上の授業の目的などの記載は、それ以降、主担
当者によって若干の変更が加えられたものの、地域の課題
を学生が自主的に設定し、それについて少人数のグループ
に分かれて数回のグループワークを行い、中間発表を経て
クラス内発表、そして最終プレゼンテーションを行うとい
う授業の基本的枠組みは踏襲された。また、企画書やプレ
ゼンテーション資料など何らかの成果物の提出が求められ
たことも変わらなかった。
　
2-2．授業運営の実際
　全学生が履修する必修科目であり、しかも当時としては
斬新な形の授業であったため、授業運営においては特別の
体制が取られた。1年次に全学生が履修する必修科目「文
化芸術総合演習」と同様に、教務委員会のもとに「導入教
育運営委員会」が設置され、その下に「企画立案総合演習
専門部会」が設けられた。そこで、科目の趣旨と授業運営
の方針が確認された。また、それをもとに「授業の手引き」
が作成され、担当教員に配布された。これとは別に、担当
教員全員が出席する「担当者連絡会議」も開かれ、授業の
進捗状況などが確認された。授業が行われている1学期の
間に、概ね専門部会が3～4回、担当者連絡会議が2回程度
開催された（7）。
　「文化芸術総合演習」も同様であるが、このような運営

体制を取ったこと自体が「企画立案総合演習」が本学の教
育の中でいかに重視されていたかを物語っている。と同時
に、この科目の授業運営が多くの担当教員にとって一般の
教養教育や専門教育と異なり、いくつかの困難や課題を内
包していたことも示唆している。
　以下、私自身がこの科目を担当した2004～2005年度
の時期を中心に、授業運営の実際について述べる。（なお、
その後のシラバスや専門部会の資料等を参照したところ、
授業運営の基本は変わっていないと判断される。）
　「地域の課題」を全体のテーマとしながら、18クラスの
中にさらに3～4のグループが形成されるので、具体的な
課題は50～60に上る。例えば、私自身が担当した2004
年度には63個のテーマが取り上げられた。末尾の参考資
料1．にテーマの一覧（抜粋）を挙げておく。
　授業の基本的な方針としてテーマの設定は学生の自主性
に任せることとし、担当教員の介入はアドバイスにとどめ
ることとされていた。
　授業の最初の段階における教員の役割は、最初の数回で
地域の課題について学生の理解を促し、具体的なテーマを
設定できるよう誘導すること、そして、そのテーマについ
て学科の構成なども勘案してグループ分けを行うことであ
る。いったんグループのメンバーが確定すると、あとは学
生のみでディスカッションや調査を進めて行くことになる
ので、教員はアドバイザーに徹し、学生から質問や依頼が
あった場合にのみ介入する。ただ、学生の作業が明らかに
誤った方向に進んでいる場合には、修正をしなければなら
ない。また、議論がなかなか収斂しない場合にも、何らか
のアドバイスが必要になる。このあたりは、担当教員が苦
心するところであった。
　中間発表で学生の作業がかなり具体化されるので、ここ
では教員からの適切なコメントや軌道修正の提案が必要と
なる。また、グループ間で進捗状況に大きな差が生じるこ
とがあり、それについても適切なコメントや指示が求めら
れた。
　最終プレゼンテーションはまずクラス内で行い、次にい
くつかのクラスが合同して全体発表を行った。しかし、全
体発表では十分な時間を取れなかったため、クラス内での
発表をもって最終的な成果として評価した。
　成績評価については、以下のように一定の基準が設けら
れていた。やや長くなるが、デリケートな問題なので、「授
業の手引き」から引用する。
　「出席が2/3以上あれば「良（75点）」を標準とし、これ
に担当教員裁量の評価点を加減し、最終評価の優（100～
80点）、良（79～70点）、可（69～60点）、不可（59
点以下）を決定する。過程（参画度、取り組み姿勢等）や
成果に対する評価については、担当教員裁量の評価点に反
映させるものとし、点数化や反映の仕方については、担当
教員に任せることとする。」（8）
　このような基準はあったものの、成績評価は担当教員に
とってなかなか難しい問題であった。これについては次節
で詳しく述べる。

2-3．授業の成果と問題点
　「企画立案総合演習」は2002年度から2016年度まで
実施されたが、その成果はどのようなものだったのだろう
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か。この授業を総括し、評価するのはなかなか難しいが、
少し時間を経た現在から見ていくつかの点を記しておきた
い。
　まず、成果として次が挙げられる。
１�）地域の問題について学生の意識を高めるとともに、課
題解決のための様々な手法・技術を学ぶ機会を与えた。
２�）学生どうしのディスカッションやグループワークによ
り授業を活性化させた。
３�）学部・学科を超えた学生どうしの交流により学生の視
野が広がった。
４�）全学生が同じ授業を受講することにより本学学生とし
てのアイデンティティが醸成された。
５�）キャリア教育の基礎として学生に社会体験の場を与え
た。
　この授業の成果としてまず挙げられるのは、学生がクラ
ス内のディスカッションや学外での見学・調査を通じて地
域の問題に対する意識を高めたことだろう。そして、課題
解決のための様々な手法・技術を、実際にある具体的な問
題を通して学ぶことができた点も重要である。
　次に、講義中心の授業が主流だった大学教育において、
ディスカッションやグループワークを組み込むことによっ
て授業を活性化させた点が挙げられる。アクティブラーニ
ングが喧伝される今でこそ、このような授業は珍しくない
が、当時これを全学の必修科目としたのはかなり大胆な試
みだった。
　もう1つの大きな成果として、学部・学科の枠を超えた
クラス編成により、学生どうしが広く交流する機会を設け
た点が挙げられる。もちろん、全学科目（当初は全学共通
科目）や学部科目（当初は学部共通科目）など他学科の学
生とともに授業を受ける機会、あるいはサークル活動や学
園祭など、学部・学科を超えて交流する場は他にもあるが、
全ての学科の学生がチームを作って１つの課題に取り組む
機会は少ない。「文化芸術総合演習」とともに、学部・学科
間の交流を深め、学生の視野を広げることに役立ったこと
は間違いないだろう。また、全ての学生が同じ授業を受講
することで、設立間もない本学において学生たちが同じ意
識を共有し、本学独自のアイデンティティ醸成に一役買っ
たであろう点も見逃せない。
　さらには、かなりの学生がこの授業を通じて地域の企業
や団体と関わりを持ち、社会体験を積むことができた。社
会人への導入教育という位置づけからしても、キャリア教
育の基礎として機能した面がある。
　一方で、「企画立案総合演習」の授業運営上のおもな問題
点を挙げると、次のようになるだろう。
１�）全学的な教育であるにもかかわらず、担当教員が特定
の学科に偏っていた。
２�）テーマ設定において学生の自主性を尊重したため、教
員が専門分野の知識を十分に活かすことができなかった。
３�）授業外の自主的学習時間についてグループ間・学生間
でばらつきが生じた。
４�）個々の学生の活動を把握することが難しく、成績評価
にしばしば困難を伴った。
５�）学生の側において学科による安易な役割分担の傾向が
生じた。
６�）最終的に提出された企画は、たとえ魅力的なもので

あっても実現可能性はほとんどなかった。
　まず、地域に立脚した公立大学であり（当初は公設民営
方式の学校法人として設立され、2010年に公立大学に移
行）、地域社会への貢献を大学の理念に掲げているとは言
え、本学の全ての教員が地域の課題解決を専門としている
わけではない。従って、科目担当者は主として地域の問題
を専門とする教員、あるいは企業出身の実務経験のある教
員などに割り振られることになった。そこから学科による
担当教員の偏りが生まれた。例えば、2004年度の担当者
は、国際文化学科1名、文化政策学科5名、芸術文化学科
3名、デザイン学部9名（生産造形学科4名、技術造形学
科2名、空間造形学科3名）であった。教員数が最も多い
国際文化学科の担当教員は18名中1名のみである。この
割合は、当初から最後までほぼ変わらなかった。その代わ
り、国際文化学科の多くの教員が1年次の導入教育「文化
芸術総合演習」を担当した。「餅は餅屋」と言ってしまえ
ばそれまでだが、全学的な教育という点から考えると、疑
問が残る。
　学生の側においては、授業外の活動時間のばらつきとい
う問題が生じた。特に最終プレゼンテーションが近付くと、
どうしても授業外の作業が長くなってくる。そうなると、
熱心に取り組むグループとそうでないグループ、また同じ
グループ内でも熱心に取り組む学生とそうでない学生が出
てくる。グループのまとまりにもよるが、このあたりをコ
ントロールするのは教員にとってなかなか難しい。
　また、ディスカッションやグループワークにおいて個々
の学生がどの程度熱心に参加しているのかを把握すること
も同様に難しい。アドバイスを与えながら学生を観察する、
作業報告の内容から判断するなどの方法はあるが、通常の
授業に比べると学生の自由度が高いので、完全な把握は難
しい。成果物の評価はある程度可能だが、個々の学生がど
のような貢献をしているかが見えにくいのである。さらに、
評価において最終成果物やプレゼンテーションを重視する
か、作業プロセスを重視するかという点でも教員の考え方
が分かれた。一応の成績評価基準があるとは言え、担当教
員としては大いに悩むところであった。
　５）に挙げた学生の安易な役割分担の傾向は、本学独特
の学部構成に起因するものかもしれない。文化政策とデザ
インは、専門分野としてかなり隔たりある。この点が本学
の特色でもあるのだが、学生の資質・志向は両学部でかな
り異なっている。文化政策学部は人文・社会科学系の分野
であり、芸術文化学科も芸術の実技を学ぶ学科ではない。
一方、デザイン学部ではいずれも実技を中心に学ぶ。この
科目の場合、最初のテーマ設定やコンセプトメイキング、
また企画書の作成においては文化政策学部の学生が主導し、
企画書の中でも図やイラスト、さらにプレゼンテーション
のためのパワーポイント資料作成においてはデザイン学部
の学生が力を発揮する。それはそれとしてよいのだが、年
を経るうちに、この役割分担が安易に固定化されてしまい、
全員が企画立案のプロセスを体験するという本来の目的が
達成されないまま、単に最終成果物を仕上げるだけの作業
になっていく傾向が見られた。担当教員としては、科目の
趣旨をしっかり学生に伝え、クラスの全員が同じ体験を共
有するという指導をすべきだったと考える。
　他方で、学生側から担当教員によってクラス運営の仕方
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や活動時間に差があることに不満が表明されることがあっ
た。当時はまだこの種の授業が十分理解されておらず、学
生の側に戸惑いがあったのだろう。また、教員の側もこう
した授業の効果を十分に認識しておらず、学生に対して明
確な説明ができていなかった。学生と教員の双方に問題が
あったと思われる。
　６）は最も根本的な問題と言えるだろう。すなわち、地
域の課題解決をめざす授業であるにもかかわらず、現実の
問題解決に結びつくことはほとんどなかった。提出された
最終企画案がいかに魅力的なものであっても、実際に企業
や自治体等に採用されることは想定していなかった。教室
内の作業とは言え、学生からすると自分たちの提案が実際
に採用される見込みがなければ、モティベーションは上が
らないだろう。全体の印象として、年を経るとともに学生
たちの課題に取組む意欲が薄れていったように思われる。
　この点を改善するため、2011年から最終発表の後にさ
らに大学講堂で優秀グループのプレゼンテーションを行い、
企業など地域の関係者を招いて評価してもらうこととした。
その結果、提案が実際に企業に採用される例もあった（9）。
　このほか、休学・留学のために留年した学生や単位未修
得者のクラス編成、もともとグループワークが困難な学生
への対応といった問題もあった。後者についてはそうした
学生がいる場合には、特別クラスを設けるなどの対応策を
取った。
　なお、「企画立案総合演習」については、通常の授業アン
ケートとは異なる設問項目を設けて別途アンケートを実施
した。2004年度のアンケートのおもな設問と回答を以下
に記しておく。
-�1年次の導入教育のクラス分けで集まったのはよかったか
→「よかった」が約6割（58%）。
-�「地域の課題」という全体テーマについて→「よかった」
が約4割（42%）、「替えて欲しかった」が3割近く（27%）。
-�自分のグループのテーマにどの程度関心が持てたか→「大
いに関心があった」「多少関心があった」を合わせて8割
以上（84%）。
-�グループ活動がうまく行ったか→「大変うまく行った」「ど
ちらかというとうまくいった」を合わせて約7割（73%）。
-�授業への満足度→「大いに満足した」「多少満足した」を
合わせて7割近く（67%）、「あまり満足していない」「不
満が残った」が約3割（29%）。
-�グループの企画立案のプロセスの体験はこれから役に立
ちそうか→「大いに役立つ」「多少役立つ」を合わせて約
8割（78%）。
　一方、自由記述回答には、「教員による授業方法の相違」、
「開講時期への不満」（3年次ゼミの開講時期と重なるため）、
「他学部との交流は刺激になる」などが挙げられていた（10）。
　以上から総合すると、いろいろな問題点を抱えながらも、
学生はこの授業に対して概ね満足していた様子が窺える。
　他方で、2011年に実施した卒業生へのアンケート調査
では、「企画立案総合演習」の授業が社会人になってから役
に立っているかとの問いに対して、「役立っている」「やや
役立っている」との回答は6割以下（55.8％）にとどまっ
ており、授業終了時点のアンケート調査よりも低い数字と
なっている。半数以上は「役立っている」としているもの
の、実社会での仕事と大学の教育は必ずしも直結するもの

ではないという実感が数字に表れているのかもしれない。
ちなみに、同じ調査で、「文化芸術総合演習」については、
約7割（68.8％）がその後の大学での学習に「役立った」
「やや役立った」と回答している。こちらは、大学生として
の導入教育という面が一応評価されていると言える（11）。

2-4．PBL型授業としての先駆性
　このように「企画立案総合演習」の目的や授業の内容、
運営を見てくると、現在多くの大学で取り入れられつつあ
るPBL（課題解決型学習あるいはプロジェクト学習）に非
常に類似したものであることが理解できるだろう。第1節
で見た通り、本学の開学当時はアクティブラーニングやプ
ロジェクト学習といった教育方法が現在ほど注目されてい
なかった。キャリア教育ですら、前年の1999年に初めて
文部科学省の公式文書に登場した時期である。大学におけ
るキャリア教育についての議論はまだ始まったばかりであっ
た。この科目のシラバスや教員向けのマニュアルとして用
いられた「授業の手引き」を見る限り、教育の方法論につ
いての言及はほとんどないし、担当教員もそうした方法論
への自覚があったとは思われない。おそらく現在このよう
な科目を実施するのであれば、巷にあふれるアクティブラー
ニング等についての情報や知識が盛り込まれるに違いない。
　他方で、「授業の手引き」には、実際の授業運営や方法
について非常に具体的な説明や指示、提案が盛り込まれて
いる。学生どうしの自己紹介のやり方から始まってコミュ
ニケーションやディスカッションの方法、テーマ設定のプ
ロセス、グループワークの進め方、様々な発想法や思考法
の紹介、企画立案やワークショップに関する参考図書に至
るまで、懇切丁寧な内容となっている。また、学生が提出
する作業報告や活動記録、最終成果物である企画書の雛型
まで、様々な書式も収められている。それは開講当初の担
当教員が作成し、毎年の担当教員が少しずつ修正を加えな
がら改良されていったものである。授業終了後に担当教員
の意見・感想を自由記述形式で回答してもらい、それを教
員間で共有するとともに、次年度以降の手引きに反映させ
ていった。理論的・方法論的根拠は示されていないものの、
担当教員が試行錯誤を重ねながら作成したいわば手作りの
マニュアルであった。
　今から振り返ると、2000年の開学時にこのような科目
を設定し、第1期生が3年次に進学した2002年度から実
施したことは、全国的に見ても先駆的な試みだったと言っ
てよい。単発の科目としてはおそらく行われていたであろ
うが、大学の全学生に課せられる必修科目としてこの種の
授業を運営した事例は少なかったのではないだろうか。
　ちなみに、PBL教育を積極的に推進している三重大学が
本格的にこれを導入したのは、2006年とされている（12）。
また、同様にPBL型授業に力を入れている京都産業大学が
この種の科目を開講したのは、2007年度からであるとい
う（13）。
　本学においてはPBLあるいはアクティブラーニングなど、
教育の方法論として明確に認識されていなかったし、また
導入教育という限られた範囲ではあったにせよ、「企画立
案総合演習」において実体としてほぼ同様の方法を用いた
教育が行われていたことは特筆すべきだろう。
　政府が大学におけるキャリア教育を重視して、経済産業
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省が「社会人基礎力」を提唱したのが2006年、続いて、
中教審が「学士力」という定義を打ち出したのが2008年
である。このような政府（あるいは社会）が大学に求める
能力については、本学でもいろいろな機会に話題になり、
対応策も取られたが、それは主として入試と大学教育の関
わり（高大連携）やカリキュラムポリシー、ディプロマポ
リシーのあり方をめぐる議論においてだった。そうした力
を養成する上で、最も有効な授業科目になりそうな「企画立
案総合演習」をこうした文脈で捉えようとする議論はほと
んどされなかったように思われる。
　いろいろな議論・検討を重ねた末に廃止となった科目で
あるが、「企画立案総合演習」の成果を今一度検証し、本
学の教育においてどのような役割を果たしたのかを考察す
ることは、本学の今後の教育のあり方を考える上で有益で
あろう。

３．2015年開講の「実践演習」

3-1．2015年のカリキュラム改定
　1年次の導入教育の柱であった「文化芸術総合演習」と並
んで本学の教育の特色を最もよく表していた「企画立案総
合演習」は、2015年度からの新カリキュラムにおいて廃
止された。そこに至るまでには、当然ながら様々な議論が
あり、実務型人材の養成という点で本学の教育の基幹とも
言うべき科目の廃止には反対の声もあった。しかし、カリ
キュラム改定の議論の過程において、開講から10年以上を
経てこの科目がすでに一定の役割を終えたとの認識が共有
されていった。
　ただ、実践的な教育を重視するという本学の基本的な理
念は変わらず、そのためにこの科目を発展させる形で生ま
れたのが、新たに設置された「実践演習」であった。そこ
には本学の実践的教育をより地域に密着したものにしよう
との意図があった。「企画立案総合演習」における課題解
決は、あくまでも学習を目的としたものだったが、「実践
演習」は学生が直接地域の団体や企業と関わりながら地域
貢献活動を行うことを目的としていた。
　なお、これと併せて、「文化芸術総合演習」も、様々な芸
術を自ら体験することを目的とした「文化芸術体験演習」
とリテラシー教育を担う「学芸の基礎」の2つに分けられ
た。
　これは、本学の導入教育に関わる開学以来の大きな変革
と言ってよい。なお、大学全体としては、この年からデザ
イン学部の編成が大きく変わり、3学科制から1学科5領域
制となった。これも開学以来最も大胆な改革であった。
　あれから6年を経たものの、新カリキュラムの評価につ
いてはまだまだ検証すべき点がある。ただ、少なくとも導
入教育については、成功だったと言ってよいのではないか。
「文化芸術総合演習」については、芸術を体験するという
部分はそのまま残しながら、「学芸の基礎」では学科別の
クラス編成として、より効果的なリテラシー教育を実現す
ることができた。「文化芸術総合演習」のリテラシー教育
（教員分担部分と呼ばれた）においては、異なる学科の学
生が混在していたため、教材の選び方や目標設定に難しい
面があった。学科ごとのクラス編成であれば、学生の関心
やリテラシー能力はほぼ均等であるから、教材や到達目標

は決めやすい。
　また、「実践演習」においては、後述するように現実の地
域課題解決に直接取り組むので、学生のモティベーション
は非常に高くなった。併せて、教員も自分の専門分野で学
生を指導するので授業運営はずっとしやすくなった。教室
内で学生どうしの議論によってありそうなテーマを設定す
るのでなく、実際に地域の団体や企業、関係者と接しなが
ら作業を進めるので、学生は直接的な地域貢献活動をする
ことになる。この点で、活動に対する満足感・達成感はは
るかに大きくなったと思われる。　
　ここには、先に見た「企画立案総合演習」の根本的な問
題―授業の成果が直接地域課題の解決につながらなかった
―への反省が活かされていた。PBL型授業においては、課
題の設定についてできるだけ「真正な学習」をめざすべき
だとされる。つまり、現実に実社会にある課題や問題に取
り組むべきということである。それによって学生の側の意
欲と責任感が大きくなる。「ブライダルをテーマにしたPBL」
について報告している小山理子は、テーマ設定のポイント
を「①模擬ではなく本物であること、②実現可能性が高い
こと、③学生の有意義な経験や学びにつながること」とし
ている（1）。「実践演習」はこうした点に配慮して、学生の
モティベーションを高めるよう設計された。

3-2．「実践演習」の位置づけと目的
　「実践演習」は地域の課題解決をテーマとした「企画立案
総合演習」に代わるものとして構想されたが、学内におけ
る座学ではなく、当初から学外の団体・企業・関係者との
連携・協力を想定していた。また、それまで学内イベント、
サークル活動や学生の自主的活動として行われてきた様々
な活動の一部を正規の教育課程に取り込んで単位化しよう
との狙いもあった。
　「実践演習」は次の3つの科目から成る一連の科目群であ
る。すなわち、「地域連携演習」（2018年度までは「地域
連携実践演習」、以下「地域連携演習」に統一）、「企画立案
演習」（同「テーマリサーチプロジェクト」、以下「企画立
案演習」に統一）、「自主課題演習」（同「テーマ実践演習」、
以下「自主課題演習」に統一）であり、それぞれA・Bの
2科目が設置されている。前の2科目は１年次配当、最後
の「自主課題演習」は2～3年次配当、修得単位数はいず
れも１単位。各科目にA・Bを設けたのは、1科目を2回履
修して2単位を修得することを可能にするためである。
　このうち、「地域連携演習」と「自主課題演習」は主とし
て学外で地域の実践活動に取り組むものであるが、「企画
立案演習」は学内での座学であり、かつての「企画立案総
合演習」に近い内容となっている。
　これらの科目のうち、1単位が必修とされている。「自主
課題演習」は「地域連携演習」を発展させた2年次以上を
対象とする科目であるから、実際に学生が必修の1単位を
修得するのは「地域連携演習」か「企画立案演習」のいず
れかになる。
　「実践演習」科目群の中で最も重要な位置を占める「地域
連携演習」のテーマは、以下の通りである。
　「実務型の人材を養成する大学」、「社会に貢献する大学」と
いう本学開学以来の基本理念に基づき、包摂的（inclusive）
で創造的（creative）な社会の実現に向けて行われる、地
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域を意識した学びの機会が実践演習である。この理念に合
致した地域と係る活動を地域連携演習のメニューとし、体
験を通じて地域課題への理解を深める（2）。
　また、授業の目標には「地域連携促進、市民協働、新産
業創出支援、多文化共生、文化・芸術振興、社会的包摂／
UD等の分野の現場に飛び込み、現実社会と関わる実践活
動を通して地域課題への理解を深める」と記載されている
（3）。
　このように、大学の基本理念に基づく科目であることが
明確にされ、地域での実際の体験を通じた学びであること
が強調されている。
　「地域連携演習」の授業の実際については次節で詳しく述
べるが、第1節で挙げたいくつかの教育の手法の中では、
サービスラーニングに該当する。
　「企画立案演習」もまた、テーマとして大学の基本理念
を掲げ、その上で「グループ・ワークを通じて、実践的な
課題設定、政策決定やプロジェクトの企画・立案のプロセ
ス、プレゼンテーション手法等を学ぶ」としている。授業
の目標、授業の方法についても非常に具体的な記載がなさ
れており、詳細は省くが、それまでの「企画立案総合演習」
とほぼ同様の目標設定となっている。すなわち、少人数の
グループワークを行い、最終的には1つの提案について企
画書をを完成させ、プレゼンテーションを行うことである。
各グループのテーマは、「地域の課題」の他、「社会的な課
題、日常的な課題、先端的な課題の中から選ぶ」と、範囲
がやや広げられている（4）。
　授業計画もまた、ほぼ「企画立案総合演習」のそれを踏
襲している。
　①オリエンテーションとグループづくり、演習の趣旨説
明、小さなゲームでアイス・ブレイキングなど、②企画の
技法についてレクチャー、グループ・トークの練習、③ブ
レイン・ストーミング体験を経てテーマ設定、④グループ
作業1、⑤グループ作業2、⑥発想法、創造技法について
のレクチャー、⑦グループ作業3、⑧グループ中間発表と
教員コメント、相互意見交換でディベート体験、⑨企画案
スワップ法について、⑩グループ作業4：他グループの企
画を評価、⑪グループ作業5：もとの企画に戻る、⑫実践
的な企画書の作り方についてのレクチャー、⑬グループ作
業6、⑭プレゼンテーション準備、⑮最終発表と教員コメ
ント、相互意見交換（5）
　グループワークの間にレクチャーを挟む、他グループの
企画を評価するなど、新しい面もあるが、基本的には、課
題の解決よりも企画立案の手法を学ぶことに重点を置いて
いる。
　注目すべき点として、授業の目標に「他の実践演習科目
や卒業研究などに必要となる様々な知識、技能やスキルを
学ぶための動機付けを行うとともに、将来の実社会でのグ
ループ・ワークやタスクフォースの実践に向けたオン・ザ・
ジョブ・トレーニング方法を体験する」とある（6）。かつ
ての「企画立案総合演習」における目標設定の問題―具体
的な地域課題の解決に向けた提案を行うのか、あるいは地
域の課題解決に取り組むことで様々な方法論を学ぶのか、
そのどちらに力点を置くのか―を解消し、あくまでも座学
で知識を習得し、方法論を学ぶことに目標を置いている。
これによって授業の目標がより明確になり、「企画立案総

合演習」において生じたような教員間の科目に対する認識
の相違はひとまず解消されたように思われる。
　また、「企画立案総合演習」と異なる点もいくつかある、
1年次配当科目であること、前期または後期の集中講義と
して行われること、成績評価が合・否によって行われるこ
と、原則として「全回出席」が課されていることである。
　実は、「実践演習」を設置するにあたってかなり議論さ
れたのは、実践活動を行う学生の数をどの程度に設定する
かという点だった。「地域連携演習」を必修とするなら、全
ての学生が地域での活動に参加することになり、それに見
合うだけの活動プログラムを用意しなければならない。学
生、教員の状況を考えると、それはかなり困難に思われた。
そこで、「企画立案総合演習」にあった方法論を学ぶとい
う面に特化した科目を併せて設置し、どちらか一方を必修
にするという案が生まれた。その結果、「地域連携演習」と
並んで「企画立案演習」を1年次科目として設置し、座学
のみでも単位修得が可能になる設計とした。全体として見
れば、「企画立案総合演習」が有していた2つの目的―地域
の課題解決のための具体的な提案と企画立案のための方法
論の習得―を分離して、それぞれ「地域連携演習」と「企
画立案演習」に担わせることで、各科目の性格・目的がよ
り明瞭になったと言える。
　最後に、2～3年次配当の「自主課題演習」は、「地域連携
演習」の内容を発展させた科目として位置づけられている。
授業のテーマにはやはり大学の基本理念が挙げられ、「大
学内外の組織や団体と連携して行う実践的な活動において
リーダーシップを発揮したり、実践演習の理念に合致した
学生自身による自主的な活動・イベントにおいて企画を提
案し主体的に実践したりするものをプログラムとする」と
記載されている（7）。「地域連携演習」では教員がプログラ
ム監修者として活動を提案するのに対して、「自主課題演
習」では、学生がイニシアチブを取って主体的に活動を進
めることが求められる。
　授業の目標には、「地域連携演習」と同様に「地域連携
促進、市民協働、新産業創出支援、多文化共生、社会的包
摂／UD等」と活動の分野が具体的に示されている。また、
「地域連携演習」と同様の活動記録、報告書の提出が義務
付けられているほか、終了後に公開発表会を行うこととさ
れている（8）。1年次科目の「地域連携演習」に比べて学
生にとってかなりハードルの高い科目である。
　以上に見た通り、「実践演習」を教育手法の面から見ると、
PBL型授業（「企画立案演習」）に、サービスラーニング型
授業（「地域連携演習」と「自主課題演習」）を組み合わせ
たものと言うことができる。

3-3．「地域連携演習」の授業の実際
　「地域連携演習」の実際の授業運営は通常の科目とかな
り異なっている。以下、私自身がプログラム監修者を担当
した2015～2016年度の状況を中心に、この授業の実際
の運営について述べる。
　授業は概ね以下のような手順で進められる。
　まず、学生とともに地域での活動（プログラム）を実施
しようと計画している教員（監修者）が、それぞれの活動
の内容と予定している参加人数などを一定の書式に記載す
る。各学科から1名で構成される科目担当教員は、活動の
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一覧表（メニュー）を作成して、それを学生に提示する。
学生はその中から自分が参加したい活動を選び、期限まで
に参加希望を提出する（エントリー）。学生の希望提出が
ひと通り終了したところで、監修者となった教員が活動に
必要な人数あるいは参加可能な人数を考慮して、最終的に
参加学生を確定する（エントリー受付け）。参加希望者が
想定より多すぎる場合には選抜を行い、逆に足りない場合
には再募集をする。
　エントリー受付けの前に、科目担当者による事前指導が
行われるが、これはこの科目の履修を希望する全ての学生
を対象としたオリエンテーションである。また、活動が終了
した段階で学生は報告書を提出し、事後指導を受ける。こ
のように科目担当教員は事前・事後指導、学生へのメニュー
（プログラム一覧）の提示、エントリーシートの配布・受
付けを行うのみであり、実際の活動における指導は監修者
が行う。
　監修者は、参加学生が確定した後、学生とコンタクトを
取り、ミ―ティングを開くなどして活動を開始する。活動
の頻度、時期などはプログラムや監修者の方針によってま
ちまちであるが、基本的に演習科目の授業時間に相当する
22.5時間以上の活動を行うものとされている。活動の内
容や活動時間数を確認する目的で、学生には活動記録や日
誌の提出が求められる。
　このように、「地域連携演習」の活動は授業時間内に行
われることはほとんどなく、授業時間外の活動（ミーティ
ング、事前準備、地域の団体などでの活動）が中心となる。
また、監修者の役割や関わり方もさまざまであり、最終的
に学生の活動内容や活動時間をチェックする以外は、教員
の裁量に委ねられるところが大きい。
　成績評価は合・否によって行われ、事前・事後指導への
出席、活動記録と最終報告書の提出が義務付けられている
ものの、学生が途中で活動を中止しない限り、単位が認定
される。
　なお、この科目については、履修登録と単位認定は活動
が終了した次の学期に行われる。活動は前・後期内のいず
れかに終了するものもあれば、通年にわたるものもある。
どちらの場合でも、活動が終了した次の学期に履修登録を
し、その学期に単位認定がなされる。その意味で、活動へ
の参加・終了はそれぞれ「エントリー」「活動終了」であ
り、それを前提として科目の履修登録・単位認定が行われ
ることになる。
　参考までに、2015年度前期の地域連携演習のメニュー
（プログラム一覧）を参考資料2．に挙げておく。
　ところで、「企画立案総合演習」は必修科目であったか
ら、1学年の学生（定員300人）が全員履修しなければな
らなかった。一方、「実践演習」のほうは選択必修1単位
なので、1年次で「地域連携演習」と「企画立案演習」の
どちらかを履修すればよいことになる。その比率がどのく
らいになるか、当初の設計段階でいろいろな条件を勘案し、
およそ3分の1程度が「地域連携演習」を履修すると想定
した。ただ、実際には監修者となる教員からプログラムを
募集して、学生がエントリーするまで、つまり蓋をを開け
てみるまでは分からないというのがカリキュラム改定作業
に関係した教員の正直なところであった。
　開講当初からの「実践演習」科目の履修者数の推移を示

すと、表1．のようになる。また、「地域連携演習」のプロ
グラム数、エントリー人数、履修者数の推移は、表2．の通
りである。

表1．実践演習科目の履修者数の推移
科目 /年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020

地域連携演習 139 172 177 204 131  43

企画立案演習 163 239 194 208 217 101

自主課題演習 －  11 　9 　2 　8  13

　2020年度前期は感染症対策のため地域連携演習は不開講
　自主課題演習は2016年度より開始
　 （静岡文化芸術大学教務・学生室資料より）

表2．�地域連携演習プログラム、エントリー人数、履修者
数の推移

2015 2016 2017 2018 2019 2020
プログラム数 47 53 53 48 49 11
エントリー人数 149 187 209 250 169 48
履修者数 139 172 177 204 131 43
履修者／エントリー（％） 93.3 92.0 84.7 81.6 77.5 89.6

　履修者数=エントリー人数－選考による除外者・途中辞退者
　2020年度前期は感染症対策のため不開講
　 （静岡文化芸術大学教務・学生室資料より）

　開講初年度の2015年度にすでに、「地域連携演習」を
履修した学生は139人であった。一方、「企画立案演習」
は163人である。数字から見ると、学生は概ね2つの科目
のどちらかを履修したということになる。予想よりもかな
り多くの学生が「地域連携演習」を履修したと言える。そ
の後、「地域連携演習」の履修者は170人から200人以上
へと順調に推移したが、2019年度には131人に減少して
いる。2020年度前期はコロナ禍のためこの科目は不開講
となった。従って、43人の履修者は後期のみの数字であ
る。2019年度の減少の理由ははっきりしないが、開講5
年目となり、学生にとってこの科目に対する新鮮味が薄れ
たためかもしれない。ちなみに、この年には169人のエン
トリーがあったが、そのうち履修者（単位修得者）は77.5%
で、最も低い比率となった。つまり、もともとエントリーし
た人数が少ないうえ、途中で活動を中止した学生が多かっ
たということになる。エントリー人数に対する履修者の比
率は年々低下する傾向にあり、この科目の今後の課題とし
て検討する必要がありそうだ。
　一方、「企画立案演習」については、当初の163人から
200人以上へと増加している。かなりの学生が必修単位を
超えて「地域連携演習」と「企画立案演習」の両方を履修し
ていることになる。ただ、こちらもコロナ禍の影響で2020
年度には履修者が急減した。
　2年次以降に履修する「自主課題演習」はやはりハード
ルが高いためか、履修者の数は非常に少ない。学生が主体
的にテーマを見つけて取り組むという趣旨とは言え、教員
側から何らかの働きかけが必要かもしれない。これも「実
践演習」の運営における今後の課題の1つである。
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3-4．「地域連携演習」の成果と問題点
　さて、開始後7年目となる現時点で、「実践演習」科目群
の中核となる「地域連携演習」の成果と問題点を私なりに
整理してみたい。
　まず、かつての「企画立案総合演習」と比較すると、お
もな成果として次が挙げられるだろう。
１�）開始初年度から予想を上回る参加者があり、多くの学
生が地域における活動を体験した。
２�）学生は自分が関心のある活動を選んで参加するためモ
ティベーションが高まり、活動の結果が目に見えるので
満足感・達成感が得られた。
３�）チームで活動することで、学生どうしの交流が深まり、
協力と協調の意識が培われた。
４�）学外の団体や市民と接することで、学生が社会体験を
積むことができた。
５�）活動は監修者である教員の専門性に合致した内容なの
で、指導がしやすくなった。
６�）成績評価を合・否で行うため、教員側の困難が少なく
なった。
　まず、開講した2015年度以来毎年50程度の活動プロ
グラムが用意され、全学生のほぼ半数以上が参加したこと
は評価すべきだろう。その背景には、本学においては開学
以来、多くの学生が学内イベントや自主的活動、サークル
活動などで地域貢献活動に取り組んできた実績があった。
実際、用意された活動プログラムの多くが、それまでに行
われていた活動やイベントを「地域連携演習」のプログラ
ムとして提案したものだった。過去の活動の蓄積がなけれ
ば、おそらくこの授業自体が成立し得なかったであろう。
この点で、本学のこれまでの経験をうまく正規の授業に活
かすことができたと言ってよい。
　２）～４）は学生側の意欲や達成感、社会体験に関わる
ものである。これらは、機械的にグループ分けされた学生
がテーマを設定し、机上で課題解決を目指した「企画立案
総合演習」と大きく異なるところである。
　５）と６）は教員（監修者）の側の専門性との関連、授業
運営に関わるものである。かつての「企画立案総合演習」
における成績評価の難しさへの反省から、「実践演習」にお
いては全ての科目を合・否による成績評価とした。それに
よって教員の負担感は軽減されたはずである。
　一方で、いくつかの課題・問題点も挙げられる。
１�）教員にとって個々の学生の活動時間・活動内容の把握
が困難である。
２�）活動自体が目的化してしまい、教育面での成果が見え
にくい。
３�）授業運営の方法が複雑で、しかも活動の時期と単位認
定の間に時間的なズレが生じる。
４�）科目の指導方法が定まっておらず、学生は実践活動に
必要な手法を学ばないまま取り組むことが多い。
５�）同じ活動に履修者以外の学生が参加することがしばし
ばあり、目的意識の異なる学生が混在するため指導が難
しくなることがある。
６�）監修者として活動を担当する教員に偏りが生じる傾向
がある。
　１）、２）はこのような形の授業においては、ある程度避
けられないものかもしれない。科目担当教員は監修者のた

めのマニュアルを作成し、活動記録や活動報告などの書式
を用意して、授業の内容や進め方に一貫性を持たせる工夫
をしている。しかし、プログラムによって活動の内容や期
間・頻度等が多種多様であるため、参加者全員に対して行
う事前・事後指導以外は、授業の趣旨や目標について学生
に説明する機会が持てない。解決法としては、監修者自身
が活動そのものを指導すると同時に授業の目的について説
明をする時間を設けること、振り返りの機会を設けて学生
自身が学びを自覚するよう促すこと、などが挙げられる。
いずれも監修者にとって負担が増えるが、授業として実施
している以上、そうした指導は不可欠であろう。
　３）については、監修者となる教員のプログラム提案、
学生のエントリー、履修登録の手順の見直しなど、今後改
善の余地がありそうである。
　４）については、「実践演習」のもう1つの科目である「企
画立案演習」とうまく組み合わせることで解消できそうに
思われる。つまり、「企画立案演習」においてグループワー
クやディスカッション、企画立案の様々な手法を学んだ後
に、「地域連携演習」においてそれを実践する、あるいは逆
に「地域連携演習」での実践活動の後にその体験をもとに
「企画立案演習」において手法を学ぶ、といった形にできれ
ば、学習効果は大いに上がるはずである。現状では、「履修
の手引き」などで両方の履修を推奨しているものの、その
数は最も多かった2018年度においても100人強、つまり
学年定員の約3分の1に過ぎない。これについては、当面
は学生への履修指導を適切に行うなどの改善が必要だろう。
また、いずれは両方を併せて必修科目にすることも検討し
てよいのではないか。
　５）は監修者にとって難しい問題であるが、もともと活
動プログラムがそれまでの学内イベントなどを授業に取り
込む形で設定されることが多いため、単位の修得を目的と
せず自主的活動として参加する学生が一定程度存在する。
その場合、監修者は目的意識の異なる学生をうまくとりま
とめて指導しなければならない。多くの場合、自主的な参
加者は2年生以上なので、SA（ステューデントアシスタン
ト）的な役割を与えるといった工夫が必要だろう。
　最後に、６）であるが、この場合の教員の偏りとは、か
つての「企画立案総合演習」に見られたような学部・学科
による偏りではない。ちなみに、2015年度に監修者を務
めた教員は、実人数にして国際文化学科9人、文化政策学科
5人、芸術文化学科9人、デザイン学科8人である。必ずし
も均等とは言えないが比較的各学科に分散している（9）。
　問題は、1つは1人の教員が複数のプログラムの監修者と
なっているケースが目立つこと、もう1つは監修者となっ
た教員がその後も数年にわたって監修者となるケースが多
いことである。「地域連携演習」で取り上げる活動はしば
しば数年にわたって継続することが多いので、どうしても
そのようになってしまいがちで、結果的に決まった顔ぶれ
の教員がずっと監修者を担当することになる。毎年、ほぼ
30人くらいの教員が監修者となるが、その中で新たに加
わる教員は年に4～5人といったところである。担当教員
が固定化されてしまうというのは、かつての「企画立案総
合演習」の担当教員の学科ごとの偏りとは別の意味で問題
であろう。何とか工夫をして、できるだけ多くの教員がこ
の科目に関わり、「実践演習」を全学的な取り組みにして
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ゆく努力が必要である。

3-5．「地域連携演習」の教育効果の検証
　「実践演習」の中で最も重要な位置づけにある「地域連
携演習」については、何人かの本学教員がその教育効果に
ついて調査・分析、考察を行っている。
　まず、国際文化学科の高木邦子は2015年から2017年
にかけて、ジェネリックスキルの獲得・向上において「実
践演習」科目がどのような効果を上げているかについて、
サンプル調査と分析を行っている。とりわけ、キャリア構
築のための「機会活用スキル」（興味探索、継続、変化、楽
観的認識、開始、人間関係の各スキルから成る）に着目し、
本学学生を対象として「実践演習」の履修者と非履修者と
の比較調査を継続して実施した。
　まず、2015年の1年生を対象とした調査において、「地
域連携演習」にエントリーした学生は、「機会活用スキル」
の項目のうち、「興味探索スキル」「継続スキル」「人間関係
スキル」などの得点において有意に高いという結果を導い
ている。他方、「企画立案演習」の履修者については非履
修者との間に得点の有意な差は認められなかったとしてい
る。
　この2つの科目の結果の違いについて高木は、「地域連携
演習」は学生が学外に出ていく実践型の授業であるのに対
し、「企画立案演習」は学内でしかも集中講義形式で行われ
ることから、前者は機会活用スキルの高い学生が取り組む
傾向があった、と結論づけている（10）。
　続いて、2016年には2年生を対象とした追跡調査を行
い、学生の成長の自覚と成長／停滞への影響要因、そして
「実践演習」の履修がどのような効果をもたらしたかを分
析している。
　それによると、「地域連携演習」の履修者は「継続スキ
ル」、「人間関係スキル」において非履修者よりも高得点を
示したものの、前年と比べて全体に得点が低下していると
いう。結論として、「地域連携演習」など学外での体験に
より学生が「機会活用スキル」全般について自信が低下し
たのではないかと述べている。
　さらに、この調査結果においては、学生の成長の自覚や
成長／停滞への影響要因として最も大きいのが、アルバイ
トやサークル活動であることも指摘している。
　なお、この調査で「実践演習」については、「地域連携
演習」または「企画立案演習」のどちらか1つだけを履修
する学生がほとんどであったことが分かった（11）。
　続く2017年には、やや異なった角度からやはり2年生
を対象に、「地域連携演習」の授業が学生の成長に与えた
影響について調査を行った。その結果、「異世代の他者と
の付き合い方」、「企画・運営力」、「目的に向けて協力する
姿勢」など複数の面で成長が自覚されていることが示され
たとしている。結論として、この授業が「社会とかかわる
ことでスキルの自信を失う機会となると同時に、成長に繋
がる機会を提供している」と述べている。
　併せて、科目の位置づけと意義の明確化―もともとキャ
リア構築スキルの高い学生に成長の機会を与えるのか、あ
るいは同様のスキルが低い学生の能力を高めようとするの
か―や、学生の成長についての客観的指標による評価や成
長の側面の詳細な分類の必要性を指摘している（12）。

　次に、文化政策学科（当時）の河村洋子は、自身が監修
者として担当した「地域連携演習」の活動について詳細な
報告を行い、その成果を検証している。
　活動は「地域コミュニティの防災・減災力向上」をテー
マとしたもので、2018年と2019年の前期・後期に行わ
れた。主な内容は、参加学生による近隣の小学校、中学校
の生徒を対象とした防災・減災教育の実施、西日本豪雨災
害被災地復興ボランティア活動への参加、浜松市内の企業
による災害支援ネットワーク「はままつna Net」との連
携などである。参加学生は2018年前期が7人（うち「地
域連携演習」にエントリーした学生が4人）、2018年後期
が18人（同10人）、2019年前期が12人（同7人）、2019
年後期が20人（同5人）で、ほぼ全学科から参加があった。
　活動の成果としては、以下が挙げられている。
-�防災・減災の分野に特化して学生たちの学びの機会を増
やすことができたこと。
-�防災・減災分野において本学と近隣の小・中学校との連
携関係ができたこと。
-�本学学生にとってボランティア活動などの防災・減災活
動への参加の敷居を低くしたこと。
-�防災・減災に積極的に取り組む企業を知るきっかけと
なったこと。
　また、課題・今後の展望として、参加学生の増加、継続性
の確保、ふじのくに防災士の資格取得のためのサポートな
ど参加へのインセンティブを高めることを挙げている（13）。
　一方、デザイン学科の岩崎敏之は、2018年に「地域連
携演習」のプログラムとして実施した「第31回もくもく
まつり」での学生の活動について報告と分析を行っている。
　「もくもくまつり」とは静岡県の西部木材需要拡大推進協
会が主催するイベントで、木材や森林についての啓蒙を目
的とするものである。その第31回目を本学の施設を活用
して行い、本学学生が企画・運営に携わった。中心となっ
たメンバーは4人で、さらにサポートメンバーとして12人
が参加した。6回にわたる主催者との打ち合わせで検討を
重ね、リーフレット、ポスターのデザインと印刷発注、リー
フレットの配布、会場レイアウト、当日のスケジュール策
定、展示物の制作、設営・撤収などを行った。
　振り返りのコメントで中心メンバーが「授業の建築設計
課題と異なり、現実になるというプレッシャーが大きかっ
た」と述べているが、この点は重要である。地域で実際の
活動に参加するこの授業の趣旨、それに伴う社会的責任が
学生にも十分理解されていたことを裏付けているからだ。
　活動の意義・成果としては、次が挙げられている。
-�木材資源の保全や利活用や浜松の木材について、参加学
生が体験的に学ぶことができた。
-�予算を適切に活用して実際のイベント運営を行うことに
よる社会体験の機会が得られた。
-�地域の団体が主催している企画に、直接的に学生が関わ
ることにより地域貢献ができた。
-�学生が企画に関わることにより、企画の内容そのものが
学生視点で良いものとなった。
-�地元小学生等の参加者と学生がつながる機会を持つこと
ができた。
　その上で岩崎は、建築構造デザインの学習モデル－「体・
相・用-建築デザインモデル」－を提示し、学生たちがこの
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活動において相（材料・工法により建築を実体化するため
の知見）と体（建築構造の原理原則に関する知見）の間を
往復する形で学びを進めて行ったと分析し、アクティブ
ラーニングの方法としての有効性を確認している（14）。

４．SUACTIONで紹介された実践的教育

　本学の広報用パンフレットSUACTIONは、「実践演習」
が開講された翌々年の2017年に発行された。SUACTION
とは、SUAC（本学の英文略称）とACTIONをつなげた造
語である。A4版12ページの冊子で、「実践演習」を含め
た本学における様々な実践的な学びを写真とともに紹介し
ている。また、冒頭には「実務型の人材を養成する大学」
「社会に貢献する大学」という本学の基本理念とともに、
社会人基礎力の3つの能力（前に踏み出す力、考え抜く力、
チームで働く力）が引用されている（1）。
　様々な活動を「テーマ実践演習」（＝自主課題演習）、「授
業プラスαの活動」、「地域での自主活動」の3つに分類し、
それぞれ2つずつ計6つの活動を、各1ページを充てて詳し
く紹介している。テーマ実践演習については「ほうかご展 
こどものためのプラスなデザイン」と「産学共同国際デザ
インワークショップ Go-yukkuri」、授業プラスαについて
は「舞台メイキング講座 演劇公演『天人五衰』」と「リノ
ベーション・デザインワークショップ 賃貸マンションの
一室を改築」、地域での自主活動については「タベボラ 1
号店浜松駅地下」、「引佐耕作隊 久瑠女木の棚田耕作放棄
地再生プロジェクト」を取り上げている。それぞれについ
て活動の概要を紹介した上で、活動のプロセスやどのよう
な力が身に着いたかを記載している。例えば、「デザイン
により事を起こす力」、「プロジェクトを成し遂げる力」、
「協調性、マネジメント力」、「英語力、コミュニケーショ
ン力」、「学外の機関と交渉する力」、「他大学生との協働、
チームワーク力」、「役所や企業との直接交渉で実社会を学
ぶ」、「地域を調べる、意見を引き出す」などである（2）。
　また、その他の活動として次の2ページでは、12の活動
を紹介している。「テーマ実践演習」が3つ、「授業プラス
αの活動」が5つ、「地域での自主活動」が4つで、順に挙
げると以下の通りである。それぞれについて、写真と簡単
な説明が付されている（3）。
-伝統素材を活性化「つむぎ女子プロジェクト」
-地域PR番組制作プロジェクト
-アクト通りにぎわい創出プロジェクト
-授業でトイレットペーパーを商品開発
-市民向けの「能楽公演」を学生が企画・運営
-川根本町の景観計画・景観デザインへの提案
-公園の展望施設を空間造形学科がデザイン
-国際文化学科の学生が「フードバンク」に挑戦
-「新聞カフェ」@静岡文化芸術大学を開催
-音響・照明技術研究会「p@tch code」の活動
-「浜名湖アートクラフトフェア」でワークショップ
-浜松市動物園のサインを実践「ZOOPIC」
　以上の各活動の概要を記したものを、参考資料3．に挙げ
ておく。
　以上から分かる通り、本学の特色である実践的な学びと
学生の活動を紹介した非常に魅力的な内容となっている。

ただし、全ての活動を網羅したものではなく、この他にも
ユニークな事例が多数ある。また、あくまでも広報用なの
で、参加人数や活動期間、実績、教育効果などの数値的な
データも十分には挙げられていない。実際、こうした活動
については、特別研究やイベント・シンポジウムとして報
告を義務付けられているもの以外は、実績報告や教育効果
の検証などはほとんど行われていないものと思われる。

５．結論と提案

　本学開学時に設置された全学必修科目「企画立案総合演
習」は、PBL型授業の性格を持ち、当時としては先駆的な
取り組みであった。地域の問題への学生の意識啓発や地域
志向の学びの姿勢と様々な企画立案の手法・技術の習得、
ディスカッションやグループワークの導入による授業の活
性化、学部・学科を超えた学生間の交流と本学学生のアイ
デンティティの醸成、キャリア教育の基礎としての社会体
験など、多くの点で教育効果があった。反面、担当教員の
学科間の偏り、教員が専門分野の知識を活用できない、成
績評価の難しさ、また、学生側には授業への取り組みの姿
勢の差、安易な役割分担の傾向、教員による授業運営の違
いへの戸惑いなどもあった。最も大きな問題は、最終的な
企画案が実際に採用されて実現する可能性がほとんどな
かったことである。
　「企画立案総合演習」については、「授業の手引き」が作成
され、担当者による会議も頻繁に行われたが、アクティブ
ラーニングやPBL型授業など教育の方法論や教育効果につ
いての認識は希薄であった。授業後には学生へのアンケー
トが実施されたが、学修成果について十分な分析・検証が
なされたとは言えない。
　2015年度からのカリキュラムでは「企画立案総合演習」
を廃止し、後継科目として「実践演習」科目群を開講した。
その中でも、「地域連携演習」は開講当初から学年定員の半
数近い履修者があり、その後も順調に推移したが、2019
年度に履修者が減少、2020年度にはコロナ禍の影響で実
施が困難となった。
　教員が監修者として自分の専門分野の活動を担当し、学
生も自分が関心のあるプログラムを選ぶため、双方ともに
モティベーションが高く、また活動それ自体が地域貢献と
なるので学生の満足感・達成感が高まった。その他、学生
どうしの交流、協力・協調の意識が培われた、学外の団体
や市民と接することで社会体験を積むことができた、など
の成果があった。他方で、学生の活動時間・活動内容の把
握が難しい、活動自体が目的化してしまい教育面での成果
が見えにくい、授業運営が複雑、科目を履修せず自主的に
参加する学生が混在するため指導が難しい、といった問題
が明らかになった。さらに、監修者が特定の教員に偏りが
ちになるという問題も生じた。
　「地域連携演習」の教育効果については、何人かの本学
教員が報告や分析を行い、検証を試みている。今後もその
ような調査・研究が継続されることを期待したい。
　2017年に発行された広報用パンフレットSUACTION
で紹介された通り、本学では様々な形の実践的教育を行っ
ている。これは実務型人材の養成をめざす本学の優れた特
色であるが、これらの教育や活動について網羅的な実績の
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把握、教育効果の検証が十分に行われているとは言えない。
　以上を踏まえて、以下のことを提案して、本稿の締めく
くりとしたい。
１�）「企画立案総合演習」の教育の成果を再度検証し、本学
における実践的教育の重要性を確認する。例えば、その
ためにこの科目について卒業生へのアンケート、聞き取
り調査などを実施する。
２�）現行の「企画立案演習」の役割を再認識し、「地域連携
演習」と併せて履修するよう指導を強化する。
３�）「実践演習」の各科目の位置づけを再検討する。「地域
連携演習」と「企画立案演習」の2科目を地域志向の学
習における車の両輪と捉え、次期カリキュラム改定でこ
れらを必修とすることを検討する。また、「自主課題演
習」については、学生の自主性に任せるのみでなく教員
側のアドバイスや指導を強化し、参加人数を増加させる。
４�）より多くの教員が「実践演習」科目、特に「地域連携
演習」に取り組むよう教員の地域志向を強める。そのた
めに、すでに監修者を経験した教員が未経験の教員と2
人ペアで監修者となるなど、教員間の協力・連携を強め
る。
５�）「地域連携演習」について、現行の事後指導以外にも各
プログラムにおいて監修者が振り返りの機会を設け、参
加学生が活動の成果を実感できるようにする。また学修
成果を可視化するための簡単な事前・事後アンケートを
実施する。
６�）「実践演習」科目群を含めた本学の教育の学修成果・教
育効果について、学士力や社会人基礎力、ジェネリック
スキルなどを指標として客観的に検証する。そのために
2017年と2018年に試行したPROGテストの定期的な
実施を検討する。
７�）「実践演習」科目群をアクティブラーニング、PBL、
サービスラーニングなど教育手法の観点からFD活動の
テーマとして取り上げ、教員間で情報を共有する。
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参考資料 1．2004年度「企画立案総合演習」テーマ（抜粋）
１．	浜松の歴史再現 浜松に新しい銭湯を作ろう～宿場町～
２．	新しいお茶デザート開発
３．	連尺交差点地下道～光の世界
４．	ほいほいプロジェクト～産業展示館設立プロジェクト
５．	SUACで昼・夕市の開催～HATAKEの恵み～
６．	Hamanako Aquariumの中心で愛を叫ぶ
７．	給食レストランがある多世代交流の場づくり
８．	日伯交流居酒屋
９．	魅力ある「売店」でSUACの知名度アップ!!

10．	コミュニケーションマンション
11．	めざせ上海の広場 アクト通り利用の新提案
12．	劇的！Before After～多文化共生社会の構築を目的とした公民館利用
13．	すあっく食堂
14．	サバイバル In Shizuoka
15．	SUAC Tシャツ現象
16．	来て・見て・食べて!! ～体験する静岡の西～
17．	商店街の活性化に関する調査研究～浜松市有楽街商店街の活性化～
18．	高齢社会と消費に関しての調査
19．	静岡空港活性化のための調査研究
20．	街中アートマネージメント実習～画廊・ギャラリーの現状・課題・展望～
21．	スポーツを核としたまちづくりの調査
22．	市町村合併に関する調査
23．	統計データから見た静岡県の大型店舗の今後と課題
24．	ジャムを使った地域興し
25．	産業観光による浜松の活性化
26．	浜松アウトドア計画―住みよい街づくりのために
27．	松菱跡地公園化計画
28．	アクトシティ屋上庭園の改善余地について
29．	環境と景観を考えたまちづくりを目指して
30．	SUACイメージソングを作ろう
31．	ひとつ屋根の下で～SUAC寮計画～
32．	ケーブルテレビを斬る
33．	静岡 旅のススメ
34．	FLOWER CHILDREN
35．	風とふれあう
36．	職人～職人再興プロジェクト～
37．	DEAD—ALIVE
38．	浜松の名所・舘山寺をアピールしよう！
39．	自転車で快適に過ごせる街、浜松～The proposal of the future pattern 
crossing～

40．	浜名湖アートフェスティバル 浜名湖周辺地域の活性化を目指して
	 （静岡文化芸術大学 企画立案総合演習専門部会「2005年度企画立案総
合演習 授業の手引き」より）

参考資料 2．2015年度前期「地域連携演習」プログラム
１．	小学校・中学校・高校等での学習支援ボランティア活動
２．	「出張お芝居！ぷちまり」お芝居プロジェクト
３．	春野町の耕作放棄地再生プロジェクト
４．	浜松市との連携事業「地域に向けたデザイン教室」
５．	メディアデザインウィークにおける地域連携の実践
６．	フェアトレード団体「フェアトレード・ショップ・とまり木」を通じた
遠州地域におけるフェアトレード推進活動

７．	やらまいかミュージックフェスティバルの企画、運営、実行プログラム
８．	主婦の社会参画を目的に活動するON-MOプロジェクト「育勉セミナー」
の運営援助活動

９．	「NPO法人 フードバンクふじのくに」活動支援
10．	静岡県西部地域NPO支援活動
11．	「教育費の実態と課題：家計の負担と国や自治体、学校の対応」（仮称）
調査研究活動支援

12．	ふじのくに地球環境史ミュージアムのデザイン企画
13．	アクト通りの利活用事業実行員会
14．	磐田駅前 外国人中学生学習支援（学期中）
15．	磐田駅前 外国人中学生学習支援（休業期間中）
16．	外国人中学生学習支援（静岡県立浜名高等学校）
17．	外国人中学生学習支援（浜松市南部協働センター ）
18．	外国人中学生学習支援（ちきゅうっこひろば）学期中コース
19．	外国人中学生学習支援（ちきゅうっこひろば）夏休みコース
20．	多文化共生ワークショップ
21．	SUAC×落語
22．	室内楽演奏会2015
23．	浜松市鴨江アートセンター （KAC）におけるSUAC連携事業
24．	浜松国際管楽器アカデミー&フェスティヴァル
25．	全国アートマネジメント会議の運営
26．	イタリア仮面劇の上演とワークショップ
27．	静岡文化芸術大学薪能の運営
28．	SUACとSPACの芸術並びに学術研究連携企画
29．	文化・芸術研究センター 映像制作研究プロジェクト
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30．	産学官連携による地元農水産物を活用した南浜名湖地域のブランド化
31．	産学共同国際ワークショップ
32．	スズキ・SUACサマースクール2015
33．	ユニバーサルデザイン絵本ワークショップ
34．	ユニバーサルデザイン絵本コンクール2015
35．	発達障害児をはじめとする特別な教育的ニーズのある子どもと家族のた
めの支援活動

	 （静岡文化芸術大学教務・学生室資料より）

参考資料 3．SUACTIONで紹介された実践的な学び
1.	 ほうかご展 こどものためのプラスなデザイン
	 　デザイン学部2年生の学生8人が名古屋で個人作品展示会を開催。「子
供が見て触れて楽しめる」をコンセプトに作品作りを進め、会場の手配、
チラシの制作と配布、新聞社への取材依頼などを自分たちで行う。学内
ギャラリーでのプレ展示、オープンキャンパスでのワークショップ（子
供たちとうちわを作る）を経て、本番の展示を実施。

2.	 産学共同国際デザインワークショップ Go-yukkuri
	 　本学学生とトルコ・イズミル大学生20人による1週間の取り組み。デ
ザイン学部学生と英語を得意とする国際文化学科学生が参加。日常会話、
観光地のリサーチ案内、専門的なデザインの話まで、様々な場面でコミュ
ニケーション力が求められた。企業の方を招いて、スローモビリティの
デザインをテーマに英語でプレゼンテーションを実施。イズミル大生と
の異文化交流、異なる2学部の学生が刺激し合える機会になった。

3.	 舞台メイキング講座 演劇公演『天人五衰』
	 　芸術文化学科の科目「劇場プロデュース論」において、演劇『天人五
衰』（三島由紀夫原作）を静岡市清水文化会館マリナートで公演。15名の
学生が運営を担当。制作・舞台・広報の3班に分かれて、2か月前から準
備を開始。広報班はチラシの挟み込みやDM送付、制作班はステージや
座席の配置など劇場空間づくりに挑戦。舞台班は当日の照明や音響を担
当。プロの出演者やスタッフとの仕事を体験した。

4.	 リノベーション・デザインワークショップ 賃貸マンションの一室を改築
	 　築34年の賃貸マンション「寺島レジデンス」の一室をリノベーショ
ンするワークショップに、本学のデザイン学部学生有志が参加。5チー
ムに分かれて最終審査まで全3回のプレゼンを重ね、選ばれたリノベー
ション案による2室が完成に漕ぎ着けた。コンセプトメイキング、設計
デザイン、資料・模型制作を経てプレゼンテーションを行い、建築家の
アドバイスを受ける。フローリング素材として提案した天竜杉や引き戸
に使用する遠州織物についてリサーチを行い、浜松の産業や文化に触れ
る深い学びにつながった。

5.	 タベボラ1号店浜松駅地下
	 　フェアトレードの啓発活動をする学生が運営するカフェ。JR浜松駅
前地下広場に毎週日曜日にオープンカフェとして出店。フェアトレード
ショップから購入したコーヒー豆や紅茶を淹れながら、客との会話を通
してフェアトレードへの理解や国際協力の輪を広げることを目的とした。
浜松市の協力を求めて交渉を進め、生産者と消費者をつなぐ観点から地
元農家の無農薬野菜で作るメニューを提供、地産地消に取り組む。

6.	 引佐耕作隊 久瑠女木の棚田耕作放棄地再生プロジェクト
	 　「日本の棚田百選」の1つ、久瑠米木の棚田における耕作放棄地再生
のプロジェクト。豊かな棚田を蘇らそうと、文化政策学科の学生・卒業
生が米作りに取り組んだ。標高約250メートルの里山に開かれた棚田
500㎡で、草刈り・田植え・収穫などの農作業に挑戦。約8か月の間農
作業をしながら地元の人との交流を深めた。収穫後には、デザイン学部
学生が制作したパッケージに詰めて「棚田の恵」と命名し、1袋（2合）
400円で商品化、442袋を大学生協などで販売、完売した。

7.	 その他の活動
	 -伝統素材を活性化「つむぎ女子プロジェクト」
	 地元の百貨店、企業、本学が共同で地域の伝統素材である遠州綿紬を用
いた商品開発を行い、販売。

	 -地域PR番組制作プロジェクト
	 本学の活動、浜松周辺の産業、歴史、文化を紹介するテレビ番組「キャ
ンパス・ノート～文芸大春秋～」を制作、地元ケーブルテレビ局で放送。

	 -アクト通りにぎわい創出プロジェクト
	 JR浜松駅に隣接するアクトシティ浜松から本学に続く「アクト通り」
に市民を呼び込むため、学生ならではの視点で企画・アイデアを提供。

	 -授業でトイレットペーパーを商品開発
	 2016年度「企画立案総合演習」の授業で商品開発を提案した天竜材を
PRするトイレットペーパーを制作、販売。平成28年度林野庁「ウッド
デザイン賞」を受賞。

	 -市民向けの「能楽公演」を学生が企画・運営
	 芸術文化学科で学ぶ学生を中心にチームを組み、毎年10月に一般市民
向けの能楽公演を企画・運営。

	 -川根本町の景観計画・景観デザインへの提案
	 高齢化・人口減少が進む川根本町の課題解決にデザイン学部学生が挑戦。
役場の協力を得て景観計画に参加、景観デザインの色彩ガイドラインを
提案。

	 -公園の展望施設を空間造形学科がデザイン
	 静岡県からの依頼を受け、「ふじのくに田子の浦みなと公園」に建つ展
望施設について、空間造形学科有志が基本デザインの提案を行った。

	 -国際文化学科の学生が「フードバンク」に挑戦
	 貧困世帯層への支援と廃棄食品の削減を目的としてフードバンクの取り
組みに挑戦。回収した食品を県内のNPO法人を通して必要とする人々
に提供。

	 -「新聞カフェ」@静岡文化芸術大学を開催
	 特定のテーマのもとに新聞記者を招いて記事を読み議論する「新聞カ
フェ」を開催。2016年には6回実施、2回は他大学学生や県内の高校
生の参加を募った。

	 -音響・照明技術研究会「p@tch code」の活動
	 本学の公認クラブで、入学式・卒業式の他、大学祭や音楽イベントの音
響・照明を担当。専門の技術者から学び、プロレベルの能力を発揮。

	 -「浜名湖アートクラフトフェア」でワークショップ
	 国内最大級のアートクラフトフェアで、デザイン学部学生約40人によ
る体験ワークショップ「アルミニウム鋳造体験」を実施。

	 -浜松市動物園のサインを実践「ZOOPIC」
	 デザイン学部1年生20名でプロジェクトチームを結成、園内の案内表
示（サイン）の新たな提案に取り組んだ。浜松市との協議のうえ、実際に
採用される予定。

	 （静岡文化芸術大学「SUACTION SUAC実践型×自主型の豊かな学び」
2017年より）
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